




†  本稿は、Vislie（1994）“Efficiency and Equilibria in Complementary Teams” の二人パートナーシップ・モデ
ルをn人パートナーシップ・モデルに拡張したものである。また、Vislie（1994）を、拡張したn人パート
ナーシップ・モデルに沿って、レビューしたものである。

























































1   この努力投入ゲームについては、Cooper and John（1988）を参照しなさい。
2   この努力投入ゲームについては、Bulow, Geanakoplos and Klemperer（1985）およびCooper and John（1988）
を参照しなさい。







































　各パートナー iの選好は賃金所得による効用miと努力からの不効用vi (ei) とに分離可能である
とする。すなわち、例えば、ui＝mi－vi (ei) で表されるとする4。ただし、viは、eiについて、厳
密な増加関数で、しかも、厳密に凸であるとする。さらに、簡単化のため、不効用関数をvi (ei)
＝Ri e2 i /2と特定化する。ただし、Rはパートナー iの努力の不効用の度合いを反映する正のパラ
メータとする。パートナーシップ企業は、また、総結合生産物xを線形の配分ルールで各パート
ナーに配分すると仮定する。しかも、この線形配分ルールは均衡予算制約を満たすとする。
すなわち、線形のシェアĮi、ただし、Įi∈ (0, 1)、ΣĮi＝1、で各パートナー iに配分されるとする。









限界費用に等しくなる水準であることがわかる。eˆi＝Įi F'(eˆ)/Ri0かつui (eˆi, eˆ－ i)ui (ei, eˆ－ i) 、ただ







　非協力ゲームの均衡 eˆiと効率的解e ciを比較したとき、Įi∈ (0, 1) であるので、パートナー iは


































ただし、e＝ (e1,..., en) であり、ȕiはパートナー iの労働限界生産性を表す正のパラメータである。
このことより、ȕi ei ȕj ej  㱼 j  i≠ j、が成り立つとき、パートナー iはボトルネック・パートナー
といえる。
　さらに、先と同様に、チーム生産物は各パートナー iに線形の配分ルールĮi、ただし、Įi∈ (0, 
1)、ΣĮi＝1、で配分されるとする。そして、このとき、パートナー iの選好は次のように表され
るとする。




ただし、e＝ (e1,..., en) の空間の下で、パートナー iがボトルネック・パートナーとする。すなわ
ち、次のことがいえるとする。
5   均衡予算配分ルールの下での非協力ゲームのナッシュ均衡の効率的結果に関するさらなる議論について








W1(e01 (Į1)) で表される。また、W1 (e 11 (Į1)) は、最大等利得曲線よりも下方の等利得曲線に対応す
るものである7。
　他方、このとき、パートナー jの選好ujはejおよびe 0iの関数となる。
6  最適努力e 0i (Įi) は次のように導出できる。





uj (＝一定＞ 0）を増加させるといえる。したがって、パートナー jの最適戦略をe0j (Įj) と定義す
ると、最適努力選択e 0j (Įj) は次の条件を満たすものとして表される8。












8   レオンチェフ・タイプの生産技術の下では、他のパートナーの生産のうち、ボトルネック・パートナー











































9   ボトルネック・パートナーの生産水準ȕi ei (Įi) を越える他のパートナーシップの生産は無駄となる。すな


























さらにいえば、ボトルネック・パートナー i とその他のパートナー j の限界生産性がほぼ等しい
とすれば、すなわち、ȕi § ȕj, j＝1,..., n; i≠ jのとき、ボトルネック・パートナー以外のパート
ナー j についても、 j＝ Rj /ȕ
2
j





















10 ȕi § ȕj, j＝1,．．．, n; i≠ jを仮定するのではなく、e＝e( )＝ を仮定することで、 i＝ Ri /ȕ
2
i
ΣțRț /ȕ 2ț　i＝1,．．．, n





報酬シェアを持つとき、すなわち、報酬シェアが、 i＞ j、しかも、 i＞1/n、ただし、 j＝1,..., 
n; i≠ j、であるとき、パートナーシップ企業はより高い効率的結果を実現できる。
証明．（7）式および（8）式より次のことがいえる。ただし、ȕi § ȕj, j＝1,..., n; i≠ j、および、
F(e)＝ iȕi eiとする。
キー・パートナー iの特性、ȕi＜ȕjおよびRi＞Rj、ただし、㱼j, i≠ j、より、Ri /ȕ 2i  Rj /ȕ 2j＝ȝi /ȝj＞1
である。したがって、第一パートナーにより多くの配分シェアを与える必要がある。
　先と同様に、ȝi＞ȝj＝ȝi－ j、ただし、 j＝1,..., n; i≠ j、とする。このとき、 jは微少な正の値
と仮定する。さらに、ȝi≡Ri /ȕ 2iと定義したので、（9）式は次のように表せる。
11 （7）式および（8）式より次のことがいえる。ただし、ȕ1 § ȕ2とする。
  ここでは、第一パートナーがキー・パートナーである。キー・パートナーの特性、ȕ1＜ȕ2およびR1＞R2よ
り、R1/ȕ 21＞R2 /ȕ 22である。したがって、第一パートナーに、より多くの配分シェアを与える必要がある。
12  弁護士事務所および会計事務所におけるレインメーカー（顧客集めの担当者）は、割の悪い（低いȕの）、
しかも、骨の折れる（高いRの）仕事をすることになる。このとき、彼は、キー・パートナーの（高い
























































門資格職能の持つ生産性はある一定の範囲ȕi ei∈ [F＿ , F
_
] を満たすことを求められている。また、
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